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度（行政手続法第 6 章を中心に規定されている行政機関が命令等（行手 2
八）を定めるに当たって実施すべき意見公募手続制度）の更なる活用に向け
た同制度の再設計のあり方を検討する作業の一環として、国税庁が実施した





　国税庁は、平成24年 7 月 2 日付けで「『国税通則法第 7 章の 2 （国税の調
査）関係通達』（法令解釈通達）の制定（案）に対する意見公募手続の実施
「国税通則法第 7章の 2 （国税の調査） 
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について」を公示し、その別紙 1 （「『国税通則法第 7 章の 2 （国税の調査）
関係通達』の制定（案）の概要」）において、通達を新設する経緯、「国税通
則法第 7 章の 2 の概要」及び「通達案の概要」を説明するとともに、別紙 2
として原案を示した上で、原案に対する意見募集を行った。通達を新設する






























（国税通則法第74条の 2 ～法第74条の 6 ）ことに伴い、それらの意義を定めま















場合も、再調査を行うことができることを明らかにします（通達案 5 ─ 7 及び
5 ─ 8 ）。
〔省略〕























税義務者から事前通知事項（国税通則法第74条の 9 第 1 項各号に掲げる事項を
いいます。）については税務代理人を通じて通知しても差し支えない旨の申立
てがあったときは、納税義務者に対する事前通知事項の通知については税務代






す（通達案 7 ─ 3 ）。
〔省略〕
「国税通則法第 7 章の 2  （国税の調査） 関係通達」 の制定 （案） に 
対するパブリックコメントにおける運用上の問題点（泉）　53
2 　パブリックコメントの結果
　国税庁は、平成24年 7 月 2 日から同年 7 月31日の間に原案に対する意見募
集を行った後、同年 9 月12日付けで「国税通則法第 7 章の 2 （国税の調査）
関係通達の制定について（法令解釈通達）」（以下「新通達」という。）を発
遣している。また、国税庁は、平成24年 9 月14日付けで「『国税通則法第 7
章の 2 （国税の調査）関係通達』（法令解釈通達）の制定（案）に対する意
見募集の結果について」（別紙 1 として「『国税通則法第 7 章の 2 （国税の調
査）関係通達』（法令解釈通達の制定（案）に対し提出された御意見の概要



























































































































































































































　国税通則法第 7 章の 2 においては、同法74条の 2 から74条の 6 までの各条
の規定において、当該職員は、調査について必要があるときは、納税義務者
等に対し帳簿書類その他の「物件の提示」又は「物件の提出」を求めること
















達を別紙 2 〔筆者注：「『国税通則法第 7 章の 2 （国税の調査）関係通達』
（法令解釈通達）の制定（案）からの修正箇所」〕のとおり修正します。」と

















































































































































られる。〔下線筆者〕」とした上で、新通達 7 ─ 3 が「準じて」としている趣
旨は、実地の調査の場合とはこの点で「異なるところがあることによるもの



























































　ここでいう「新たに得られた情報」の意義について、原案通達 5 ─ 7 は、
国税通則「法第74条の11第 6 項に規定する『新たに得られた情報』とは、同



















者注：「『国税通則法第 7 章の 2 （国税の調査）関係通達』（法令解釈通達）
の制定（案）からの修正箇所」〕のとおり修正します。」という考え方を示

































































































































8 月 4 日判決を契機とする任意組合等の課税関係に関する所得税基本通達の改正案件
を素材として─」国士舘法研論集16号21頁以下（2015）。
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は、「提出意見の考慮結果の合理性」については、直接的には着眼点に含めていない。
（ 8 ）意見公募手続の結果の公示等を定める行政手続法43条の趣旨について、室井力＝
芝池義一＝浜川清編著『コンメンタール行政法Ⅰ　行政手続法・行政不服審査法〔第
2 版〕』295頁〔黒川哲志執筆〕（日本評論社、2008）参照。
（ 9 ）新通達の制定文のような考え方の背後には、国税通則法の規定に対する一定の法
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